
務言合
第 110巻第1・2号

企業的マーケテイング論の成立・・・ーー 橋本 勲 1 

生産性・分配率・賃金と物価

わが国電機産業に対する直接投資

通貨供給と経済成長理論

研究ノート

レーニンの「辺境地」論

昭和47年7・8月

ー小 JII 登 23

ー藤原貞雄 45

西村 理 65

保坂哲郎 88

京郡大事経 f舟号盲



(23) 23 

生産性・分配率・賃金と物価

一一所得政策に関連して一一

I 問題状況と課題

小川 登

マノレクプ、は賃金を名目賃金，実質賃金，相対賃金という 3つの範暗に明確に

分け， 前2者が上昇しても相対賃金が低下するばあいを論じている九戦後の

日本では名目および実質賃金は上昇しているが，相対賃金=労働分配率(labor's

relative share)は碓実に下落し，いわゆる相対

的窮乏化が進んでいる(表付・ 1，2を参照〕。に

もかかわらず，剰余価値学説，搾取理論とま

で命名されているマノレタス経済学に立った賃 1955年

金論の数多〈の著書のなかで，労働者がどれ

ほど搾取されているかを示す労働分配率の分

析に明示的にスベースをさいている例は絶無

に近い。これはどうしたιとであろうか。労

働分配率が国際的にみて低い，つまり日本の

搾取率がきわめて高いことの暴露は，研究者

によってではなし労働組合によって1968年

頃から開始されたのである。

他方近代経済学にとって賃金理論ない

し労働問題の分析は，いまなお最大の弱点の

1つであるJ"にもかかわらず，近代経済学の
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 出所小野・南『労働桂済論J]1972
年， 140ページ。
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1955年 35.4 37.7 

60 32.0 35.0 

65 34.6 39.2 

70 3日3 33.7 

出所通産省「工業統計安J (製
造業〉

。マルクス『童労働と賢本』岩波文庫版を昔照のこと.
2) 飯田経夫「雇用・賃金 物価の関係と所得政策J同氏編「賃金と物価』日本経済新聞札.1968 
年， 7ベージ唱なおj この著から学ぶところが多かったことを明記しておぎたい.
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賃金論のテキスト・ブックには必ず〈国民所得中の賃金〉といった章を見出し

うるのである九 こういう対比は， 近代経済学が賃金論をはじめから分配論の

1分野として位置づけるのにたいして， マルクス経済学が賃金を所得 分配で

はな〈商品労働力の価格であると規定していること汽そして日本の賃金があ

まりにも低かった故に強搾取，所得分配における不平等など論ずるにもおよば

ない自明の理Eしてかたづけていたこ左から生れたのかもしれなU、。

だが，日本の国民のなかにはそれがたとえ虚偽の意識であれ，自らを中流階

級として位置づける部分が90%にもなっているときヘ累進課税等によって

「金持は貧乏人になり，貧乏人は金持になった」という喧喋を放置しておいて

よいものだろうか。

ところで，労働分配率の問題は，賃上げ抑制をも〈ろむ資本の所得政策の3

つの理論的構成要素，すなわち生産性，貨幣賃金とならぶ1っとして最近スポ

ット・ライトが強くあてられだしている。さて「サミ Z エノレソンのごとき冷徹

無比なエコノミストが，こと所得政策にかぎっては，にわかにモラリァ、トに一

変するのは，いったいなぜであろう」のと，気鋭の飯田経夫氏すら首をかしげる。

これはまず，のちほどふれるが，ガイドポスト恒等式においては労働分配率が

上り，資本分配率が下れば物価は下落するという彼にとって好ましくない理論

的帰結があるからであろう。経済分析に価値判断を入れることをきびしく拒絶

する冷徹無上bなサミェエノレソ yわずらそラリス}になるゆえんは， 新古典派総

合，ニュ ーエコノミックヌの総帥として，国際通貨危機のもとにおいて①古

め たとえば，近代経済学の賃金論の代表作であるヒックス『賃金の理論新版~ (東洋経済新報
社， 196:: 年〕捕 6章 l ロスチヤイルド「現代賃金論入門~ (東忠創元新社， 1957年〕第14:章。
4) 賃金論は『資本論』では第l巻=生産論において論じられている。
')労働白書昭和46年版J475ベ ジo 196C年か07C年にかけ-C. 闘bを中流と評価する国民
は76拓から90刊になった。
6) 甑田桂夫「所得政策導入の条件と含意:J ，日本労嗣協会維誌Jl114号， 1968年9月. 12ページ。
7) サミュエノレソ円 ソローの所得政策論はつぎの論文にみることができる。 ArthurF. Burns 
& Paul A. Samuelson， Full Employment. Guideposts and E乙onomicStability， 1967; 
Robert 恥.1.Solow，“The Case against the Case 3'gainst the Guidep田 ts，in G. P. Shultz 
& R. Z. Aliber (ed.). Guidelines: ir，ザorm.alcantrol andη叫 rketplace， 1966 (訳書『所
得政措論争』東洋経済新報社， 1968年所収lo
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典派的善と1---Cの物価安定，②ケイ γ ズ的善としての完全雇用，③新古典総合

的善としての経済成長という 3目標を同時的に達成する理論体系を立てねばな

らず，そのうえ公害発生とし、う事態のなかで④厚生経済学的善としての人間福

祉をも経済政策のターゲタト〔的〕とせねばならない苦似のあらわれである。

それに⑤資本主義体制の最大のメリットである経済的自由も擁護せねばならな

L 、。との土うな 5つの目標を調和的に達成せねばならないのはまさしく不可能

脅可能ならしめようとすることである。

執助にうちだされる所得政策が，物価上昇は賃金が生産性を上回って上昇し

ているからだとする賃金コスト・イ γ フレ説にその理論的基礎をもつかぎり，

そこからもマルクス主義労働経済論は生産性と賃金，労働分配率・賃金と物価

(とくに賃金と物価の悪慣環論〕という問題領域に明確に答えることを強要されて

いる。

n 労働分醍率の推移と現状

所得分配率の長期的な不変性〈∞nstancy)を最初にはっきり指摘したのは周

知のようにカレッキーである九彼は1939年， 米英における賃金所得の分配率

は長期的にも短期的にもわずかしか変化していないという事実を明らかにし

7こ"。

キ これを，ケインズは「あらゆる経済統計Dなかで最も驚くべき事実」として「ち

ょっとした奇跡 (miracle)J~ とし，シュンょ タ もこれを「不思議 (m出町y)J10lと

し亡いるのたしかに，労働組合運動。発展にもかかわらず資本の搾取率が緩和される

ことがなかったということは驚くべき事実である。ソロ も「国民所得の労働所得と

財産所得への配分は，わが国経済z いや西欧諸国のどこにおいてもあま b急激には変

町 M. Kalecki， The Distribution of Nat削 'lalIncome， 1939， pp. 198-2印， 210 もちろん，
カレツキーは後になって ζり一般宣明弓亙性を放棄している。 d此 0，The Theo7"Y of Econcwnic 
Dynamic5， 1954， pp. 31-33 カレツキ のほか，ポーν ，ケインズ，ラッカ ，ワイ γトヲ
ウプ，カルドア，ク VV. Vーダー，なと多くの論者が労働分配率の安定住を指摘している。
3) J. M. Keynes，“Relative Movement of Real Wages and Uutput" &四omicJournal， 
49， 1939， p. 48 
10) J. A. Schumpeter，品川'nessCycles， Vol. 2， 1939， pp. 575-76 
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化しないものである」とし r戦後20年りあいだ
に，国民所得にたいする雇用者所得の割合は， 65 

%から71%のあいだの狭い範囲のなかで変動して

いるJl)t言う。

だが，労働分配率の上昇傾向をと〈論者も多

い悶n 労働分配率の上昇による所得の平等化，

表付・ 3 分配半の長期趨勢

|労動資本
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つまり有名な「所得革命Jを説〈シモン・クズ フランス

1913 
ネッツはその象徴だが，彼の計算した国民所得

に占める労働のγ ェアの長期趨勢によると，そ

れは先進諸国では長期的には徐々に上昇してい

る(表付・ 3)問。もちろん，労働分配率は短期的

には好況期に低下し，不況期に上昇する傾向を
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【表付・ 4)をみれば，逆に，資本分配率(財産所得十法人所得〕の上昇はあまりに

も明瞭である。

とζ ろで，国民所得に占める労働所得の計算は<'ずれに世よ自営業主所得

の捕捉がむつかし<14) 正確を期しがたいので，厳密に出る製造工業の分配率

11) ソロー，前向論文，訳書『所得政策論争』前出， 65-66ぺ一九
12) クズネツツりほか，シューラー，ギャラウェイ，コールド円ーグ，グレヴィスらである。横井
弘美『所得分配率の理論と実証』日本評論社， 1965年， 143-44ペ グ審照m
13) S クズネツツ『近代世済成長の分析』訳書， 上巻， 161へ ジより。 クズネッツの計算方法
は，個人業主所得のうち法人企業の利潤率と等しいものを資本所得部分とし，残りをさ君働所得と
みなすゐ法σある。 なお， クズ不ツツの所得苧命論にアこいする反論は， 統計時作に難点はある
が，ひとまず，ヴィクター・パ}ロ「所得草命ほおこったか」伊東相良編『変貌する資本主義』
干凡社， 1967年所収を参照のこと。
14) 所得税の不平等白例として常にだされる「クロヨソ (9.6. 4)Jを思いおこせばよいロ
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表付・ 4 分配国民所得の構成比の推移
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出所 1 大蔵省「法人企業統計J(製造業，全規模〕
2 日銀「主要企業経営分析J(全産業，資本金10億円以上)
3 通産省「工業統計J(製造業〉
4 日銀「中小企業経営分析J(50人~299人規模，製造業〉

註) 1 祖 付加価値に減価償却費を含む園 、

純 付加価値より減価償却費を除し
2 工業統計は.02午まで 4人以上.63年から10人以上の規模である，
3. 1965年は不況のため上昇している。

統計を表付・ 5としてまとめておいたが，大蔵省のものをのぞき分配率は低下

している。日本の分配率を国際的に比較したものはのちほどかかげる(表付・ 9)

が，低開発国をのぞき，先進国では日本と西ドイツの低水準が目立つ。欧米諸

国から日本のチープ・レイパーが姐上にのぼせられるゆえんである。以上から

判明する基本的なことは，景気循環による短期変動をのぞけば，日本では搾取

率は緩和されるど ζろか強まっているということであるべ

* 通産省白L業統計によれば， 1967-69年の純労働分配率は約35%だが，これは労
働者が創り出した純付加価値のうち労働者の取分が約対であり，搾取率(剰余価値率〕

が百よそ300%であることを意味している。いし、かえれば， 日本の工場労働者は 1日
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7時間30分の労働りうち5時間も資本Dため働いていることになるのである。

きら岨脚〉配率→輸措

ただし，粗付加価値=製造出荷額 (原材料費十内国消費税入

現金給付総額=従業員給料手当賞与+福利費十役員給与・手当。なお，役員賞与は利潤か

ら出ている.

という式で言l算されているりであるか

ら，労働所得のなかには会社役員の給

与・手当がふ〈まれているのである。

その比率は，表付・ 6によると，約8

%もあるから，雇用労働者の取分はそ

の分だけ下る ζ とになり，約32.2%位

になるわけである。

さらに，所得分布のありかたが日本

とアメリカは似ているといわれている

から夙全人口のうち 5%の最高所得

層が国民所得の約25%ゆとり.(1)と晶

表付・ 6 雇用者所得の内訳〔単位%)

11961年 I 1拙 τ瓦
(1)賃金俸給 84.8 83.8 82.7 

①社雇会主保負険担 3.8 4.3 5.0 

③返職金 2.2 2.5 2.5 

②そり↑也 1.4 1.4 1.4 

①重役俸給 7.8 7.8 8.4 

計 100.0 100.0 100.0 

i判所 『関説 労働白書』昭和45年度版.89 
へジ。

75%を95%の人々が分けあっていることになる。

ζ のように全くひどい所得分配の不平等はともあれ9 日本において，毎年賃

金闘争をおこなうという世界に例をみない春闘にもかかわらず，相対賃金が低

下傾向にあったことは一体なにを意味じているのであろうか。もちろん，アメ

リカの労働経済学者のあいだでは，労働組合が実質賃金の水準や所得分配に占

める労働のγ ェ7におよぼした影響は，ごくわずかであるかそれともゼロに近

いというのが多数見解であるヘ 日本において，労働分配率の低下傾向と労働

組合の)Jとの関係を実証的に分析しτいるのは，筆者の知るかぎりでは馬場正

雄応のみである。馬場氏は，労働組合の勢力〔圧力〕が戦後日本り製造工業にお

15) 小宮隆太郎編『輯後日本の桂済成長』岩波書盾， 1白3年， 161ベージーなお，グズ不ツツの全
〈ひかえめな計算でも，アメリカでは全人口の 1%にあたる高額所得者閣は，全個人所得のうち
1919~2S.年に 13 4比 1939-48年に9.9%もとっていた自である(伊東・相良編1 前出書， 208ベ
ジ)。 クνヴィスの計算でも，戦後一貫して， 5%の最上層は全所得の約20%をとっており，
20%もし、る下層はたった 5%しかあずかっ Cいないりである固 I. B. KravJs， The品'tructure
of Income， 1962， p. 204 
16) A. M. Cartter & F. R. Marshall， Lahor Economics; wage， employment and traa診
unionism， 1967， chap. 15を毒照0こと。
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ける分配率低下の傾向に，いかなる程度の影響をあたえているかを計測し確定

しようとさオ1る九

キ 馬場氏はまず，戦後目本では「膨大かつ急速な設備投資の遂行とそれにともなう

資本諸費用の増大とが，労働組合の影響力を圧倒しつつ，きわめて重要な要因とLて

分配率を抑庄したりだ」と推論し，労働組合の勢力を計量可能な指標として紺青相織

率をえらぴ，結論を「戦後の製造工業分配率の傾向的な低下という事態にたいして，

組合組織率の低下傾向はけっ Lて無関係でなかったとLても，その影響は一般に漠然

と考えられているほどに大きなものとみなしえない」切とされたのでありベきわめて

平凡仕分析結果におわったのである。

「春闘は高度成長の落穂ひろい」とよく部j散されるが，日本の企莱別組合は

強搾取→晴、貯蓄→高投資→高成長という日本経済の蓄積型を変形させえず，そ

れに圧伏されてきた，というよりもそれに順応してきたのであった。日本の労

働分配率が極度に低いのは，表付・ 7で明らかなように直接には金融費用，減

表付・ 7

日本大手4社 100.0 

100.0 

100.0 

usスチーノじ
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価償却費と純利益の粗付加価値に占める割合が極端に大きいところにある。こ

ういう特徴は資本形成における間接金融にもとづく過度投資のあらわれである。

とすれば，日本における労働分配率の引上げは①高投資のスロ ダウ γ，②間

接金融の自己金融への転換を結果させずには実現しえないことになる。

17) 馬場正雄「経済成長，組合組織率と所得分配]小宮隆太郎編，前出書所収， 153， 146ヘ ジ。
18) 近代経済学は労働分配率水準が帽によって決定されるかについて，Q:限界生産力説.②カレツ
キ の独占度理論(マーク・アップ理論). @カルドアの貯蓄投資理論という 3つをもってい
るロそれぞれの内容については，ひとまず，小野!!!!・南苑進稿『曹関経済論」有斐閣.1972年，
第7章を参照のこと。
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III 生産性・分配率と賃金水準

日本においては「資本分配率高し労働分配率低い」がゆえに，財界・政府

はその問題にあまりふれたがらない。 ところで， 日本経営者団体日経連〕は

「総評・中立労連は，本年度(1969年〕春闘で“分配率引上げ闘争"をその主要

な杵にすえよ号としているが，これは，その認識において根本的な間違いをふ

くんでいる」と断定し，間違いの理由として，①「分配率と賃金水準の高低には

直接的な関係はない。たとえば，賃金水準の低い中小企業で分配率はむしろ高

く，逆に賃金水準の高い大企業では分配率は低いJ，②「分配率の国際比較は，

国連統計上，各国の付加価値のとりかたや，人件費の内容がまちまちであり，

信頼できる国際比較は技術上困難であるJ， ③「発展途上の社会では分配率が

低く，停滞社会では分配率は高いのであるから，総評・中立労連は停滞社会を

えらぶのであるか」聞という 3つをあげている。労働組合が労働分配率の引上げ

を主張するのにたいする財界・学界の反論は，現在にいたるもだいたい上の 3

つに集約されているといっても過言ではない。だからこの3点を検討しようヘ

キ ①第1白反論りしかたは稚拙でさえある。もちろん前半の「分配率と賃金水準に

は直接的な関係はない」ということはアムしかに事実である。なぜならz つぎの定義式

は自明の理だからである。

賃金水準(平均賃金)=従業員1人当りの付加価;直生産額×労働分配率

このように，賃金水準は分配率によって直接的〔一義的〕にきまるのではなし付

加価値生産性の高低とも関係しているからであるm。しかし， ζの反論は同時に，財

界・企業が常に強調してやまない「牛産性をあげねば賃 tげもできなし、Jtいう，い

わゆる“生産性賃金論"の自己破産を単純明快にみちびきだLてしまうのである。な

ぜなら，生産性と賃金水準の高低にも直接的な関係はないからである'"

19) 日本経活者団体連盟「春闘共闘委〔総評中立費連)n同9年賃金白書』の概要と問題点J(ハ
ンフ νット， 196.8年12月刊〕より。

20) たとえば.A産業においては従業員l人当りの年間付加価値生産額が300万円であり分配率が
50%-(あるとすると年間賞金の水準は1bO}Jド1となるが，逆にB産業では分配i率は60%と高いが
付加価値が200万円と低いため年間平均賃金は120万円にしかならない.ζの例は日本の寡占的大
企業と中小企呆にそりままあてはまるロ
21) たとえば，ある年目A産業において付加価値300方円，分阻率50枯，年間賃金150万円であった
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さc，一面自主しさをもっこ由前半をうけて

「賃金水準の低い中小企業で分配率日高し逆に，

賃金水準の高い大企業では分配率は低い」と言わ

れるのには， あいた口がふさがらない。表付・ 5

と表付・ 8をみれば，大企業では生産性は高いが

分配事は低い，それにたいして中小企業では生産

件は低いが分配率は高い。 1970年をとって上式に

あてはめれば，大企業で平均年間賃金は321万円

x 0.419% ==:: 135万円となり，中小企業では143万円

表付・ 8 従業員l人当り

の付加価値額

(年院単位万円)

-J石 FE業
1960年

65 

70 

4L2 

72.2 

142.9 

出所 日銀「主要企業経営分析」
グ 「中小企業経宮分析」

XO.566%と 81万円とな 表付・ 9 労働分自己率の国際比較(製造業〕

るのである。中小企業の (単位%)

ff124 Y塑主主問率
値生産性が大企業のそれ

の45%しかなL、からであ

る。日経連がさきの初歩

的な定義式全知らないこ

とはありえないわけだか

ら，より反論は稚拙とし

かいい土うがない。棋聖"}tt{

といった言葉をつかう白

も「所得政策は目下のと

ころ高度に論争的なテー

マJ22)だカもらである。

①つぎは分配率の国際

比較〔表付・めについて

イギリス

フランス

デンマーク

オヅンダ

西ドイツ

アメリカ

カナダ

イ '/ ド

ムロ 湾

韓 国

7 ;リピン

日 本

工業統計

法人企業統計

主要企業経営分析

1954 

1953 56.6 I 1965 
。 56.3 /J 

。 44.5 1967 
。 34.4 1969 

1/ 56.4 グ

/J 48.8 1967 

1955 54.9 1966 

1954 23.6 1968 

1959 36.6 汐

/J 34.8 1969 

1955 35.4 1970 

/ノ 48.2 /J 

ff 49.0 11 

である。分配率が労資の 出所国連「経法統計年鑑」より作成

66.8 

35.3 

58.4 

53.8 

38.5 

46.7 

51.1 

46.6 

30.0 

25.7 

27.4 

30.3 

53.6 

41.9 

対立争点になるにしたがって，経営者側は高〈でている大蔵省のものをおもてに出

L 労働側l土低〈でている通産省のもりをもっぱら用いるという傾向はあきらかであ

ものが，次年度付加凶値生産性が10出上昇し330万円となっても，分配事カ>10%下れば，年間賃金
は330万円x40%=132万円となってしまうからである。また，生産性が10%下っても分配車が10
拍上れば270万円x60%=162万円と賃金水準は上昇する。
22) 鍋荘尚夫「所持政策についてJW日木曽働協会雑誌Jl116号， 1968年11月， 2へ ジ。
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る均。 I各国の付加価値目とりかたや人件費の内容がまちまちである」のであれば，

統一的計算をやればよいのである。それをおこな η ても30%台が50払台にあがるとと

はありえないし，ましてや低下傾向が変るわけではない。

①第3点は，日経連の「分配率の急上昇によって賃金水準の上昇をはかるという考

えは，長期的にみて，投資や経済成長の停滞によって生産性の上昇を鈍化させ，かえ

ョて賃金の伸びが鈍るという矛盾をふくんでいる」仰と L、う見解についてである。労

働分配率が上り，したがって資本分配率が下れば，貯蓄=投資源が減札経済成長率

が鈍化するであろうという論理はあ〈までも一面的である。 3つの面から反論しよう。

第 lは，実際り面であるが分配率が高いと ζろでは成長率が低いのは事実であるとし

ても，韓国z 台湾等にみられるように逆に分配率が低ければ成長率が必ず高くなると

はかぎらない正いう点である。第2に，このような昆解には，蓄積「貯蓄ヲ左投資の

源泉が主として企業り利潤所得からなされているとD想定があるのだが，現代日本で

はそうではなLmo たしかに利潤所得からり貯蓄率のほうが賃金所得からの貯蓄率よ

りも向いのは事実であろうが，それは平均貯蓄性向のことであって限界貯蓄性向がそ

うであるとはかぎらないのである。第3に，資本単位あたりの生珪高〈資本生産性二

設備稼動率〕や付加価値率を高めることができれば}労働分配率を高めても資本利益

率が下るわけではない。このように，分配率の引ょげがいつでも企業成長率を必然的

に低下させるとは全くいえない。

さて，日本の製造業の大企業部門においては売土価値労働生産性(従業員 l人

当りの年間売上高〕が欧米なみかそれ以上になっている業種も多い。自動車産業

などはその典型である(表付・ 10多照)。にもかかわらず平均賃金(賃金水準〕が

低いということは，資本効率(売上高×付加価値率〉と労働分配率が低いとしか

考えられない。そういう高生産性業種においては労働生産性を高めるだけでは

賃金を大巾に(たとえばアメリカ並みに〕上昇させていくことはすでに非現実なこ

とであり，労働組合の眼が分配率を高めるほうに向うのは当然である。

23) 表付 5の各種統計の計算基準のちがいについては， 日程連『変革期に立つ日本経済と賃金問
題賢料編111972年1月刊， 20ベージを毒照りこと。なお，同書， 143ベーシ e，さきり3つり
反論を再びくりかえしている。
24) 日揮連，向上書， 143へ ジ。
25) 1965年白日本では，法人町純粋貯蓄(法人留保〕は9710暗円で個人貯蓄は3兆7554億であり
〈出所経済企画庁『国民所得枕計牛報」昭和42年版， 37ベーシ)，拡大設備投資の源農は， 日
本のばあい圧倒的部分が個人貯蓄にある固
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表付・ 10 1人当り年間売上高の国際比較 (IS回年単位万円〕

!売上高!日韓ロ五R7一寸覇
N ""..... -，.--

3日m 八 幡製鉄 1，009 314 131 41.6% 

通 USスチーノレ 813 523 368 70.4 

鋼 アウグスト(独〕 743 244 141 57.7 

目 ト ゴ タ 1，640 378 100 26.5% 

動 フ オ ド 1，221 549 292 53.2 

車 V.ワーゲン 550 205 122 59.4 

板ガ
j@. 硝 子 960 371 131 35.3% 

ラ P F G. (米〕 957 482 325 67.4 

ア、 O イリノイス〔米〉 676 389 274 70.4 

"' 野 田
メ

1，6日2 429 126 29.6% 

ン レイーポート 1，142 577 819 55.5 
ト ラン}"(未〕

出所通産省「世界申企業の経営分析」昭和45年版

ところで，貨幣賃金を回，実質労働生産性を π，単位当り製品価格〔物価水

準〉り労働の相対的分前 sとするとき，自動的に s=去という定義式

がえられる。これを変化率タームであらわす〈ドット・を付して各変数の変化率を

示すものとする〕と王町一t オという恒等式がえられる。この恒等式は「平

均賃金が，生産性上昇テンポとまったく等しいテンポで上昇し，物価水準が不

変とすれば， 国民所得にたいする労働所得と財産所得の割合は変わらない」時

ことを意味する。 5=号は労働分配率二苛鵡量荏だから，労働組合的配

率を高めるには，平均賃金(賃金水準〕を付加価値生産性の上昇率より高い率で

上昇させねばならないという単純明快な結論が出て〈る。しかし，となると逆

に物価(必の働きがどうなるか， という難聞が出てこざるをえなU、。 という

のは，他方「一国全体の平均生産性上昇率(実質経済成長率〉主上回る名目賃金

土昇があれば物制上昇が生ずる」という，これまた有名な定義式があるからで

ある O 所得政策の登場である。

26) ソロー「ガイドポスド反対論への反対」訳書『所得政策論争』前出.64へー少。
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IV 賃金と物価

所得政策について

所得政策理論の基礎には，完全雇用と物面安定のあいだにはトレード・オフ

つまり，完全雇用を実(trade.off) =非両立的な関係があるという認識がある。

現しようとすれば物価上昇がはげしくなれ物価

安定を実現しようとすれば相当な失業者が出ざる

図11.1 失業率と物価

2

1

0

 

をえない，というのである〔圏付・ 1参照〉。サミ z

エノレソ Y とソロ は，労働分配率一定，生産性の

伸び率2.5%を仮定して，物価の安定を維持する

ためには，4rv5%の失業率が必要であると言いき

るのである町。完全雇用と物価安定の二律背反

性臨という命題は， 周知白ようにフィリップλ ・

リプγ一曲線〈賃金調整関数〕の適用からきているのであるが，歴史的にみれば

同
6

5

4

3

物
価
上
昇
率

ドイツに典型的なように大失業と大インフレは完全に車の両輪でなかったり

か問。だから「インフレか失業か」とばかりはいえないの古ある。

完全雇用正物価安定とが三律背反的:cあるという命題は，失業率が下るのは

経済成長率が高いと雪であるというあま句に明らかな事実から，すぐさま経済

成長と物価安定のあいだにはトレード・オフの関係があるという命題を導きだ

す。有名な熊谷委員会報告はそれを前提認識とし 1実質成長率1.0%の増加と

27) Paul A. Samuelson & Robert M. Solow，“Analytical Aspect of Anti-Inflation Policv"， 
American Econ四 η:icReviιv， May 1960， pp. 189-92 
28) こり非両立的関慌についてきわめて要輔よ〈分析してし、るものに，永五育雄「トレ ド オフ
関係についての一考察J ~経済学会雑誌~ [岡山大学]. 3巻3.4号があるa
29) 1.歴史上もっともひどいインフレは，第l次大戦挫のドイツのインフレだった.物価がなんと
大戦勃発時の 1兆2616億倍になった。なにしろピヤホ ルにはし、ったら，生ピ ル3杯と注文
して，金を払っておかないと. 1杯目を猷んでいるうちにピ ルの値段が上がってしまう!伊東
光晴『経常芋入門』光文社， 1962年， 207-8ぺ ジ。「経済学の分野における博士号志望者たもの
約半分は，フィリップλ曲線仮説の研究をっつけてきたJ (ア サ-.M ロス「ガイドライン
政策 現状と経韓 J ~所得政策論争』前出， 136へ ジ〉そうであるが，その検証が第1次
大戦期，大恐慌潤，第2次大戦期をのぞく方法をとっている〔飯田経失編，前出書， 94-97へー
ジ〉のは納得できない点である。
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図イサ z 経清成長率と物価
(仮説)

図付 3 仮説の検討
(1961 ~71年)

出
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実質語清成長率

消費者物価上昇率の0.5%の増加kがほぼ対応していることがみとめられる}Dl

としたのであるのさて，熊谷委員会報告の前提認識を圏にすれば図付・ 2のよ

すなわち経済成長率と物価上昇率は比例関係にあるとしている問。

だが，この仮説(図付・ 2)と実際(図付・ 3)とはほぼ正反対になっていること

は注目されねばならない。実際は不況下の物価高，いわゆるスタグプレーショ

うになる。

"/ (stagflation)になっているのである。ハロヅドは， 1967年にすでに「イギリ

λにおいて，確かに注目にあたし、することは， 主な成長期には物面(調整済み〉

が全く上っていないことである。物価騰貴はすべて相対的停滞期に生じてい

stagflat る」町と鋭く指摘している。

フレtま， あらゆる時あらゆる場所において貨幣的現象であり， それを制御する

責任は政府にあるIIIと主張するのを一面の真理としている。 t:古、ら， 陥谷委
員会報告書のように小況下の赤字財政の影響分析を捨象し， stag:flationを単な

る time-lagと昔る叫ことはできないのである。

経済成長・完全雇用と物価安定とのトレード・オフ関係についてはいまだ検

30) 熊桂氏原尾崎・小宮渡辺『物価安定と所得政策』経済企画協会発行， 1968年11月， 72--' 
-'./0 72ページの第14表はあまりにも作為的である。なぜなら，年度四半期を勝手に4っとりだ
しているからで，こうし寸作表がもし許されるのなら，なにも成長率と物価上昇率が1.0:05ど
ころか， 0.5: L 0となる四半期を4っとりだすのはきして困難でないからである。
31) 同上書， 73ヘジ。
32) Roy Harrod， Towards a New Economic Policy， 1967， p. 14 
33) ミノレトシ フリードマン「ガイドポストの価格」訳書『所得政策論争』前出， 53ページ。
34) 隅荘委員会報告書『現代インフレと所得政策』経済企画協会刊， 1972年，ー70-76ヘ ジ参照。
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トレード・オフ曲線が確固不動なものではないことは分討すべき点も多いが，

このへんで視野をかえ，十ミュエノレソ γやソローらのいわゆるニ aったので，

一・エコノミック月による恒等式方式D所得政策耐の典型としての庁イド・ラ

インについて考えてみよう。 Guide-post(誘導指標〉の基本はつぎのようなもの

労働力人生産物単位当りの価格(物価〕を p，である。実質届民総生産>:Y， 

名目国民総生産にたし、する

町二sp(壬)
l人当り名目賃金率を=，口〈雇用労働量〉を L，

Uコ賃金所得の分前(労働分配本〕を s であらわすことにすれば，

とし、う恒等式に書きかえられ

さらに実質労

これは，pY三千
この式の両辺はもちろん名目国民総生産をあらわしている。

働生産性 Y/Lを πであらわせば，p戸手

関係が容易に導き出せる時。

る。

この式を時そこで，となるo

両辺を増加率の形に変えることにして，

ぷ
ふれすとすわらあてし〉」-

f
s
 

=
)
 

血一

π
わ

・
あ
吾
=
z
 

川町一戸

間にかんして全微分し，

ds -=S. 
5 

という関係がえられる。この式は「物価上昇率二名目賃金上昇率一平均生産性

の上昇率 労働分配率の変化率」ということである。たとえば， ある年に名目

賃金が15%上昇し，生産陸上昇率(実質経済成長率〉が10%であり，労働分配率

が 5%上れば，物価は上らない (0%)ι とになる (15-10-5~O)。

ここで米英などの長期的な統計観察によれば労働分配率はほとんところ方、

ど不変(一定〉であったとして町，.1=0とし，上の式を

p三回 π 

とするのである。つまり，平均賃金(名目賃金〕のt昇率が，経済全体の平均生

35) 熊呑委員会の所得政策は，周知のように，アメりカ・イギリス型の《恒等式方式の所得政官〉
でなしオヲソダ フランス型白〈計量モデル方式の所存政策〉である。

紛十ミュエ川ソはB ガイドポス l の理論を PxQ~WxL十Pr.帆 .W~P(lーの(号)と単
純明快に表現している。なお，P 価格， Q 生産量，W 賃金水準，L 封働者数，r利潤分
配車である。 Burnsand Samuelsoll， op. cit.， p. 46 
37) 日本の分配率は低下傾向にあり 5=0とすることは全くできない固なぜなら，労働分配率の
低下=資本分配率の上昇は物価を上昇させるからである。
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産性 (therate of increase in overall productivity)=実質経済成長率を上回らな

いかぎり物価上昇は生じない，というのである。 Iもちろん，この式自体は定

義的な恒等式であるから，それをどのように読むかは自由である」掛わけだが，

“物価安定のためには賃金上昇率を生産性上昇率のワグ内に抑えねばならな

い"とL寸主張を合理づける読み方がされるのである。

ガイドーポスト p~即オの最大の問題点は，なんといっても， 5=0，つまり労働

分配率不変〔裏をかえせば利潤分配率不変〉とするところにある。それは不平等な所

得分配を固定イじするというだけでなく，労働分配率の上昇はそれ自体で物価下落をも

たらすという点を隠蔽している。たとえば，ある年に名目賃金カn5%上り，実質経済

成長率が13%であり，労働分配率が3%上ればp 物価は 1%下がることにな畠 (15

13-3~ -1)。第Zの問題点は，多〈の論者がし、うように，所得政策(incomespolicy) 

であるのに，利潤，配当，地代，賃貸料，その他の財産所得にはいかなる制限をもう

けずへただ賃金「所得」のみを対象とL-， incomes policyが wage-pricepolicyに

され Lいる点、 Eある。第3の問題点はさきにもゐべたが，ガイドポスト恒等式は図付

・1にみられる千ミ『エノレソン・ソロ -r[) I修正きれたフィリッフス曲線 (Mod国ed

Philli戸 Curve)J制=トレード・オフ曲線を前提認識としているが3 それでは stagfla-

tion現象を説明しえないことである。第4に，こD恒等式では物価騰貴における赤字

財政政策，通貨膨脹という貨幣的側面が捨象されているととがある。

ガイド・ポスト P""四方の最大の理論的難点、は，所得政策理論へのγ ャ

プな反対論者である飯田経夫氏がのベているように，雇用，賃金，物価，生産

性の4者の相互関係を分析しようとするとき，最も単純化しても，つぎの2本

の式は考えておかねばならない叫りに考えない」とである。

l去=/，ω十af+b
IL=Wーπ
lP w 

38) 熊谷委員会『物価安定と所持政策』前出， 78ベ ジ。

(1) 

(2) 

39) 1972年7月現在おこなわれているニクソンの所得世革もそうであるe 利潤制限等は投資を減退
させるという理由かbである。
40) P. A. Samuelson & R. M. Solow， 0.ρ口t.，p. 192 
41)，42) 飯田経夫編，前回書，45-4'1へージ。 なお，飯出民すら 5=0と仮定され山、る〈向47ベ
ージ〕。
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(1)式は，労働市場の需給状況=雇用 (u)および物価 (p)が賃金変動を規定

するとするフィリップ旦・リプシ一流の賃金調整関数であるくなおこ ζでG およ

び bはパヲメーターである山 G は労働組合のァスカレータ 条項に関係している。そし

て bは賃金上昇のうち失業率=uおよび物価上昇率=fをもってLては説明できない
残蕎で，労働組合の交渉力等脅あらわLている)0(2)式は. (1)式とは逆に，賃金〔日〕

および生産性 (π〕が物価〔討を規定するガイド・ポスト恒等式である。飯田

氏は上の連立方程式によってはじめて「雇用，賃金，物価，生産性4者の相互

関係を， コンシステY トな形で分析することができるl2)としている。 ここに

おいて所得政策論がもちだすのは， もっぱら(2)式のみであり. (1)式との関係

〔連立〕においてのみ少しは意味をもっ(2)式を単独〔単一〉方程式としてあつかっ

ていることが問題点であることが分る叫。

「生産性上昇に見合う賃上げ」のみを主張するガイド・ラインは，物価上昇

の責任をもっぱら賃上げに帰す思想教育的効果をもちペ 賃金が雇用(労働の需

給状況ニ失業率〕と物価によって規制されているという側面，つまり，(1)式を目

的意識的に後景におしゃっτいるヘ

* だが， 1955:年以降の日本の貨幣賃金上昇の要因には，まず①設備投資の急増が生
産物・ザーピス需要を増大させ，その派主主需要として労働需要を増加させて労働市場

の需給パヲンスにし、わゆる逼迫を生み，それが賃金上昇を結果した[(1)式における

((u)l. ついで(2)設備投資の急増が製品市場に超iE需要をひきおこし，物価を上昇き

せ，それが賃金上昇へとはねかえった日1昨おけ中 という 2要因があり，そ

の上にG:労働組合のストライキ等の直接的な交渉力 [(1)式における bJが加ったとみ

るべきである制。だから， (1)式を無視して(2)式のみとりだしてはならないのである。

ではつぎに1956年から196年までの11年間をとって，さきの p三町オ jについて

計算をしてみよう。筆者り知るところではこういう計算はきれたことはない。日は

43) 同上書.69くージ怠l照咽
44) W. W. Heller， N.仰 Dimensu削 ofPolitical E，ヒonomy，1966， pp. 42-47 アメリカの大
統領経済諮問委員会議長として，聾際に wageν日出 guiuepo!icy <V立案 運留にあたったへラ
は， もっぱら所得政策の効果を教育効果においた。

45) このことの計量については，ひとまず，小野旭「労働組合の主主努力と賃金・物価Jr経済評論』
21巻z号， 1972年2月号を参照のこと。
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表付・ 11 生産性・賃金物価・分配率関係指標

1 *話剖仙 1，ι、I1J._ ，~ I 物 価 171自己率

年度|生産性|霊童崖|主扇蚕前;1， 1 ァJPPJLlZ福|事費富曜車冨
l 上昇率(%) 1 (%) 

1956年 6.3 5.4 6.1 3.8 6.2 1.3 40.6 

57 7.7 5.7 5.4 3.5 0.3 2.5 40.0 

58 32 5.3 4.8 -0.8 -5.7 -0.4 42.9 

59 11.6 7.4 6.5 2.5 2.4 1.8 41.3 

60 12.6 8.3 11.0 4.1 0.2 3.8 40.4 

61 12.7 9.6 14.9 5.5 1.2 6.2 40.4 

62 4.6 8.9 13.2 4.2 -1.7 6.7 43.2 

63 10.3 工0.4 12.5 4.2 F“， η “ 6.5 43.3 

64 10.1 10.1 12.0 3.9 O 4.8 43.4 

65 2.0 7.9 10.0 5.5 1.0 7.4 45.6 

66 10.5 7.5 10.8 4.2 2.1 4.6 44.8 

出所経揖企画庁「国民所得統計」より
持生産性二実質国民総生産就業者数
中幅趨型的生産性 5カ年移動平均値

1人当り雇用者所得，オは趨 表付・ 12 t=.w 元 v計算
勢的生産性ま対国民総生 計軍上実際誤差

1956年 6.1-5.4-( +0.7)~ 0.0 3.8 3.8 
産分配率，Pにはデフレータ 57年 5.4- 5.7-(-0.6)~ 03 35 32 
(平均的物価水準〕をもち 58年 4.8-5.3ー(+2_9)ニー34 -0.8 2.4 

いることにすれば，表付・ 12 59年 6.5-7.4-( -1.6)~ 0.7 2.5 2.0 

のようになる。 1961，66年を 1960年 11.0- 8.3ー (-0.9)~ 3.6 4.1 0.5 

のぞいてはz 全〈あたってい 61年 14.9-9.6ー( O.O)~ 5.5 5.5 。。
なし物価水準の上昇はガイ

62年 13.2- 8.9ー (+2.8)~ 1.5 4.2 2.7 

ドヲイ γ恒等式からみるかぎ
63年 12.5-10.4ー (+0.1)~ 2.0 4.2 2.2 

64年 12.0-10.1-(十0.1)~ 1.8 3.9 2.1 
り，生産性，賃金と分配率と 65年 10.0- 7.9ー(+2.4)~ -03 5.5 5.8 

いう 3者以外の要因によって 66，午 10.8ー 7.5ー〔ー0.8)~ 11 1.2 0.1 

ひきおこされていることになっている。

また，ガイドポスト恒等式は，前提条件としてz その国の経済がその 1年間間質的

であって(産業構造など)，就業構成にも変化な L ということを仮定していた。だ

がこうしづ仮定は陸業構造(就業構成〕の大変動期にあたっている現代日本資本土義

経済においては P 分配率一定の仮定とともに，そもそもあやまりである。
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ところで，物価

騰貴が生産性・賃

金と分配率という

3要素の関係によ

っておこっている

のではないにして

ふ現実にはおι

第110巷第1. 2号

表什・ 13 消費者1t価土昇への第1次寄与率 (単位%)

|1955一昨 1 1悶初年|即C一昨

消費者物価 100.0I 100β1叩β

①農水畜産物 26.7I 29.0 I 7.9 

e中小企業製品 26.8I 26.4 I 36.3 

③対個人サーピス 40.3 I 35.0 I 36.4 

①十①十①

③大企業製品

94空j

iゴ
80.6 

12.3 

っており，銀行預 出所総理府統計局「小売物価措置立」

金利息率よりも高い率で上昇しているかぎり，物価安定が切望されるのは当然

のことであるべ物価安定に所得政策が無効であり， 有害無益であるのならば，

物価安定の代替案が考えられねばならないのもまたしご〈当然のことである。

それは，日本の市民が収入増大よりも物価安定，物価安定よりも公害防止によ

り価値をおきだしているときより切実である。表付 .13をみても分るように，

物価安定はなによりも構造政策によらねばならないのである叫。 いいかえれば

三重構造の変革が要求されているのである。

V 賃金インフレか利潤イシフレか

Wage-price guidepost policyは， 国民経済がその期間同質的であって就業

構造にも変化がないことを前提にして，賃上げ率，生産性上昇率，労働分配率

と物価上昇率のあいだにさきのような関係ω:=wー仕ーのがあるとして，平均賃
上げ率と生産上昇率を等しくする，つまり曲オ=0にして物価を安疋させる

(t=oということ〕ことをめさしているの Cあるカむ ι白よとは，いうまでもな

く労働分配率の変化率〈めを OにFるということであった。このことは視点を

かえるとなにを意味しているのであろうか .1=0ということは， 分りやすい

46) 19回年には日本の対アメリカ物価水準は80.5%になっている，いいかFしればアメリカは日木上
り25刊物価が高いだけである(なお，名目賃金は同年で日本100 アメリカ400であった〕ロ『蛍働
由書昭和46年脹JI116-19..-.'，ージ毒照りこと。
47) I-T ダソロッヅは「ボトルネック部門の問題に努力を集中すべきである」という代替的方法
を出しているく訳書「所得政情論争』前出， 125-130へ-，:))0
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ことであるが，利潤分配率く資本分配率〉の変化率をOにする，つまり利潤分配

率不変ということであった。これは，現代資本主義における価格決定の構造的

特徴を抱えようとするとき決定的なポイントである。

物価(価格〕を p， 名目賃金率を W， 国民総生産(付加価値〕を Y， 労働力

人uを L，利潤を γ とすれば， 付加価値の帰属についての周知の定義式，す

なわち，付b口価値 (pxわ=賃金支払額〈切xL)+利潤〈のを，手IJi問の分配率

r/pY=ρ として書きかえて，賃金水準ニ物的生産性x(1一利潤分配率)x価格

同じω=〆1ω(壬)を導き， Y/L=π として代入すると ρ=1去をえ

る。これをなお書きなおすと p= L x王立となるから，付加価値のうも利潤
1ーρπ

の分前(利潤分配率〉が一定であるかぎり，物価を安定させよラと思えば，名目

賃金の上昇率を経済全体の平均生産性のと昇率のワク内に抑えねばならないと

いう結論がでてこざるをえなし、。

Lかし， この利潤分配率一定こそが，価格をして競争市場決定型の価格

(market.determined pr悶〕から管理価格 (adminis岡町1pri回)=寡占価格への移

行をおこなわしめ，フノレ・コストの原則の理論的根拠となっているのであるヘ

* たとえばいま仮りに特定期間において，単位生産物当りの付加価値が賃金コスト

(費用)60%，利潤マ ジソ40%というj辞書成比であったとしよう。労働組合が分配率

10%の改菩〈よ昇〕を求め亡それをかbとったばあC'，利潤マーンンは30%へ下るだ

けであって価格〈物価〉ほ不変である。だが，経営者は利潤分自己亙を不変として一定

に維持しようとして利潤マ ジンを10%引上げるのである。製品価格のうち原材料費

が50%，付加価値が50%であるとすれば，製品価格は 5%上昇することになる。労働

分配率はもとのまま60%である。

この利潤マージンの引上げをマーク・アップ (rnark-up)と言し、， ζの rnarlε

up pnceよそ，不IJi閏イ γ プレージョンといわずになんと表現できるであろうか。

もちろん， 日:lark-upが可能なのはその企業が市場支配力 (market.power)をも

っていることが前提とされる。そして現実にも，現代寡占企業は市場支配力を

背景に価格決定においてかなりの「裁量の余地(du;cret回n目 yZOn<田 )Jをもって

いるのである。現存のう101建資本主義における「しのびよるインフレ (creeping
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ir，fl.ation)Jは，賃金コストイ y フレでなくして，利潤インフレ (mark-upinfl.ation) 

であるといえるのである岨。

つぎに，技術進歩によって生産性が上昇したばあいを考えてみよう。生産性

が上昇すれば費用(コ λ けは低下し価格下落になるはずだが〔事実，産業資本主

義段階では壬うであった)，現代では管理価格の設定によって価格引下げに向わず，

特別剥潤が発生し，それが固定化するのであヮた蜘。 この特別利i聞を寡占企業

(産業〉内の資本と労働が分けあうということが，典型的にはアメリカの自動車

産業と鉄鋼産業におこったのであった町。 ところで価格=価値であるかぎり，

ある産業(企業〕における労資聞の利害は根底的に対すする。だが，価格〉価値

とすることができ，そして「価格一価値J分を産業(企業〕内労資で分け合う方

法をとれば，その産業〔企業〉内労資の利害はひとまず一致しうるようになる。

「価格 佃値」分は他産業・他企業または消費者大衆に転嫁されるわけである。

もちろん，この「価格一価値」分は，まわりまわってその産業〔企業〕の労働組

合員にもふりかかってくるのではあったが，その被害量は分散化されているの

で実に小さくなり，それよりも当該企業・産業の組合員の直接的利益のほうが

巨大なのであった問。 ζ乙に労働者，とくに組織労働者〔労働組合員〉が社会主

48) 現代のインフレの原因を，大労働組合の賃上旬にもとづく賃金コストの上昇に求めるか，独占
的大企業のいわゆる管理価格に求めるか，についてのアメリ刀での劇的な大論争については 全
米自動車労組 (UAW 組合員約150方人)の前会長ー故ウオノレター P ルーサー著『独占価
格と賃金Jl1958 (東洋経済新報社;-1962年刊〉を参照のこと。
49) もし現在の日本で，消費者物価を構成するもののうち大企業の製品(サービス)が50%，中小
企業の製品(サ ピス〉が5的色占めているとすると，中JJ¥iE業のものがl的合上っても.大企業り
ものが10%下れば，物価は土仁明となるのである。
50) この点を分りやすく説いているのが，伊東光晴『経清学入門』前出である。
51) 製品価格の引上げ分，つまり特別利潤を分配する幸1]1閏分配制 (profitsharing syはem)につい
て見てみよう。 1970年秋，ビ ルが1本につき10円値上げされた。日本の年間ピール梢曹量は大
ビンにして年間的30億本〔成年男女1人当り67.3本〕である。キリンピルのマ ケット シェ
アは52%である.キリンピ ルはだから15億本であれ 10円値上げにより荊l益は15憶本xl0円二
15(億円である c だが，ビーノLの税率は479%であるから70億円は税金にもってし、かれてしまう。
また，値上げ分はメ カ 2 問屋1 小売庖1と配分されたそうであるから，キリソピ ルには
80臆円むうち40憶しか残らない。この40産円を会社50%，労働者50%(2C憶円〉と配分されると
し，従業員が l万人とすれば， 1人当り年間収入増は20万円(これは一時金8ヵ月として，ベ
ス アップ月 1万円となる〉となるのであった。他方，キりンビールの従業員はよく飲むので年
間100本とすれば， 100本xl0円=1，0仙円の負担増となる. だが， 20万一1，0開円=19万9.000円
もの利益，へース田アップにともなう税増が2万円としても，約18万円の直接的純利益をうるの
であった。



43 (43 ) 賃金と物価生産性分配率

義から会社主義へと転法L-，体制内埋没的になっていく物質的(経済的〕基盤が

あったヘ

だが，この寡占的産業・大企業における労資の利潤分配詰lによる利害一致の密月

は，その国の経済の体質をインフレ的なものにし，その持続的な物価騰貴は次第に輸

出価格の上昇をひきおこし，国際競争力を減退させるという最後の障害〈矛盾〕にぶ

つかったのである。所得政策が国際競争力強化・挽回を目的にしているζとはいうま

E もない。巨大なアメりカ資本主義U~，、え，価格不変，あるいは価格吊り上げはタ

ドル危機のなかで国際収支の危機の放置となるがゆえに，もうあ主りなL止ないのこ

の国際均衡り破綻となってあらわれた管理価格制=利潤分配制の動揺にこそ，最近の

アメリカ労働組合運動(とくに自動車，鉄鋼両労組〕の「戦闘化」の基盤があるので

ある。

オド

労働組合の交渉力と所得政策VI 

もL<は価格賃金，利潤，最後に「所得政策の導入が意味をももうるには，

その当事者にかなりの“自由裁量の余地"が残されているの決定にあたって，

ーの規定聞をまつまでもなく大方の共通認識であり，

政策はいわゆる双方独占状況を前提としているのであった。そして，

独占的市場の典型としては，アメリカの自動車，鉄鋼の両産業が想定されてい

る。 r所得政策を，いわば独占禁止政策の 環と Lてとらえる主張は，

ばソローや熊谷尚夫氏など，最も学問的水準の高い所得政策提唱者によってな

されている」聞と， 飯田経夫氏は言う。熊谷委員会レボ-Iでは，

企業の賃金上昇も団体交渉によるところが大きいとして，

そのあとですじわが国の「大企業の賃上げを欧米諸国で

問題Eされているような独占的市場支配力にもとづく攻撃的団体交渉とみる ζ

こ弓いう認識は，

言葉をかえていえば所得

この双方

たとえ

わが国の大

ソロのでなければならないJ'むということにふれてお乙う。

こうした“裁量の余

地"を認めながら，

労働組合の市場支配力(labor'smarket power)を否廷して

熊谷委員会報告書，前出 63ページ。
R.~在 Solow， o，ρ át.. p. 50 
融回世夫編，前出書，出 34ベージ。
熊谷委員会報告書，前出， 13-15ペ シ。

とはできない」町と，

〕
〉
)
〕

町
出
目
白
日
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いる民

これまでの叙述に伏在させていたのは 101本の労働組合は取引的組合主義問，

企業内在的組合主義の典型とし亡の企業別組合であるがゆえに，交渉力がきわ

めて弱し現実の賃金は労働需給一致のときの均衡賃金〔労働力の価値どおりの

賃金〉よりはるかに下の方にあるという認識であフた。 そうすると，飯田経夫

氏が小気味よげに言うように「皮肉にも，労働組合を嫌う人びとが，その力を

最も高〈評価し，組合運動にコミザトする人びとは，むしろ組合の力を低く評

価する|関〉ということになる。所得政策がその政策的妥当性をもちえぬのは，

と〈に日本においては，労働組合の交渉力が労働市場状況，物価変動，生産性

上昇率から独立して存在しうるほど強くない，いな弱し、というところにある，

という 1結論は，労働経済研究者にとって決して心よいものではない。しかし，

これが現実なのである。

(1972年 7月25日脱稿〕

付記本稿は下記の論稿のつづきである。

(1) r賞世働の経続理論 労働経請請の研究(1lJ IF社会学論集， [桃山学院夫学15者2号，
1971年12月。

12J， (3) r労融市場の経演理論(1)，同一一労働経世論日研究(2).(2)J r経済学論集， [桃山学説
大学)13巻3号， 1971年12月;14巻1号""1972年 6月。

(4j r工場と労働の経済理論 労働経済論の研究(')Jr社会学論集， 6巻1号， 1972年7月白
(5)， (6) I賃金の経済理論(1)，(2ト一一労働経済論の研究(5)，(6)j Ii経済学論集， 14巻2号.19 

72年9月;14巻 3号， 1972年12月。

したがって，本稿は「労働経済論の研究(7)Jである。

56) 隅谷委員会報告書も組合の封働市場支配力には否定的である (48，55， 190ヘ ク等〉。
57) 実利的ー取引的組合主義 (busi問団 orbargaining unionism)とは「自分の組合外むことには
目も〈れず， もっぱら当該組合員切目先的しかも換義の意味での賃金労働条件の改善にしか関
心をもたず， 階級意識を排斥するものであるJCRobert F. Hoxie， Trade U.匁却n符m in the 
United止ates，1917; Rep. ed. 1966. p. 45) 
58) 飯田経夫煽，前出書， 35ベータ。なお，アメリカでも温合の交渉力について，理論経済学者が
高<.労悟経済学者は低〈評価する傾向がある。


